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(単位:円)

Ϩ　資産の㒊

 1� 流動資産

現金預金 429,740,324 380,741,551 48,998,773

未収金 9,120,355 8,466,699 653,656

前払金 1,595,130 475,628 1,119,502

流動資産合計 440,455,809 389,683,878 50,771,931

 2� 固定資産

(1) 基本財産

基本財産 6,000,000 6,000,000 0

基本財産合計 6,000,000 6,000,000 0

(2) 特定資産

退職給付引当資産 160,221,211 145,139,873 15,081,338

記録保管引当資産 44,954,548 46,789,833 △ 1,835,285

システム更新引当資産 4,000,000 30,000,000 △ 26,000,000

特定費用準備資金 53,863,894 37,656,262 16,207,632

ICRP調査研究積立資産 8,223,794 7,714,452 509,342

減価償却引当資産 3,360,757 3,286,898 73,859

特定資産合計 274,624,204 270,587,318 4,036,886

(3) その他固定資産

什器備品 51,584,368 26,608,663 24,975,705

設備 3,945,096 3,303,806 641,290

ソフトウェア 1,610,058 2,463,322 △ 853,264

保証金・敷金 32,254,340 34,054,340 △ 1,800,000

電話加入権 766,000 766,000 0

リース資産 87,350,400 122,290,560 △ 34,940,160

その他固定資産合計 177,510,262 189,486,691 △ 11,976,429

固定資産合計 458,134,466 466,074,009 △ 7,939,543

資産合計 898,590,275 855,757,887 42,832,388

ϩ　負債の㒊

 1� 流動負債

未払金 30,924,521 47,984,445 △ 17,059,924

預り金 78,889,494 53,311,147 25,578,347

流動負債合計 109,814,015 101,295,592 8,518,423

 2� 固定負債

退職給付引当金 160,221,211 145,139,873 15,081,338

記録保管引当金 44,954,548 46,789,833 △ 1,835,285

長期未払金 87,350,400 122,290,560 △ 34,940,160

固定負債合計 292,526,159 314,220,266 △ 21,694,107

負債合計 402,340,174 415,515,858 △ 13,175,684

Ϫ　正味財産の㒊

 1� ᣦ定正味財産

基本財産 6,000,000 6,000,000 0

ICRP調査研究積立資産 8,223,794 7,714,452 509,342

ᣦ定正味財産合計 14,223,794 13,714,452 509,342

(の඘当額࡬基本財産ࡕ࠺) (6,000,000) (6,000,000) (0)

(の඘当額࡬特定資産ࡕ࠺) (8,223,794) (7,714,452) (509,342)

 2� ୍⯡正味財産 482,026,307 426,527,577 55,498,730

(の඘当額࡬基本財産ࡕ࠺)

(の඘当額࡬特定資産ࡕ࠺) (61,224,651) (70,943,160) 㻔△ 9,718,509㻕

正味財産合計 496,250,101 440,242,029 56,008,072

負債及び正味財産合計 898,590,275 855,757,887 42,832,388

貸　借　対　照　表
令和2年 3月31日現在

科目 当年ᗘ 前年ᗘ ቑ減
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(単位:円)

Ϩ　資産の㒊
 1� 流動資産

現金預金 28,387,924 188,696,519 9,308 217,093,751 212,646,573 429,740,324
未収金 9,120,355 9,120,355 9,120,355
前払金 1,493,222 24,040 1,517,262 77,868 1,595,130
他会計▷期貸付金 77,266,752 △ 77,266,752 0

流動資産合計 29,881,146 197,840,914 9,308 227,731,368 289,991,193 △ 77,266,752 440,455,809
 2� 固定資産

(1) 基本財産
基本財産 6,000,000 6,000,000 6,000,000

基本財産合計 6,000,000 6,000,000 6,000,000
(2) 特定資産

退職給付引当資産 124,000 27,392,033 112,000 76,437,954 104,065,987 56,155,224 160,221,211
記録保管引当資産 44,954,548 44,954,548 44,954,548
システム更新引当資産 4,000,000 4,000,000 4,000,000
特定費用準備資金 53,863,894 53,863,894 53,863,894
ICRP調査研究積立資産 8,223,794 8,223,794 8,223,794
減価償却引当資産 3,360,757 3,360,757 3,360,757

特定資産合計 124,000 27,392,033 8,335,794 179,256,396 3,360,757 218,468,980 56,155,224 274,624,204
(3) その他固定資産

什器備品 51,437,811 146,557 51,584,368 51,584,368
設備 3,803,088 142,008 3,945,096 3,945,096
ソフトウェア 1,610,058 1,610,058 1,610,058
保証金・敷金 1,050,840 31,203,500 32,254,340 32,254,340
電話加入権 766,000 766,000 766,000
リース資産 87,350,400 87,350,400 87,350,400

その他固定資産合計 145,252,197 32,258,065 177,510,262 177,510,262
固定資産合計 124,000 27,392,033 8,335,794 324,508,593 41,618,822 401,979,242 56,155,224 458,134,466
資産合計 124,000 57,273,179 8,335,794 522,349,507 41,628,130 629,710,610 346,146,417 △ 77,266,752 898,590,275

ϩ　負債の㒊

 1� 流動負債
未払金 4,279,812 13,097,839 17,377,651 13,546,870 30,924,521
預り金 5,481,239 73,408,255 78,889,494 78,889,494
他会計▷期借入金 20,135,635 12,430,504 32,566,139 44,700,613 △ 77,266,752 0

流動負債合計 29,896,686 98,936,598 128,833,284 58,247,483 △ 77,266,752 109,814,015
 2� 固定負債

退職給付引当金 124,000 27,392,033 112,000 76,437,954 104,065,987 56,155,224 160,221,211
記録保管引当金 44,954,548 44,954,548 44,954,548
長期未払金 87,350,400 87,350,400 87,350,400

固定負債合計 124,000 27,392,033 112,000 208,742,902 236,370,935 56,155,224 292,526,159
負債合計 124,000 57,288,719 112,000 307,679,500 365,204,219 114,402,707 △ 77,266,752 402,340,174

Ϫ　正味財産の㒊
 1� ᣦ定正味財産

基本財産 6,000,000 6,000,000 6,000,000
ICRP調査研究積立資産 8,223,794 8,223,794 8,223,794

ᣦ定正味財産合計 8,223,794 6,000,000 14,223,794 14,223,794
(の඘当額࡬基本財産ࡕ࠺) (6,000,000) (6,000,000) (6,000,000)
(の඘当額࡬特定資産ࡕ࠺) (8,223,794) (8,223,794) (8,223,794)

 2� ୍⯡正味財産 △ 15,540 214,670,007 35,628,130 250,282,597 231,743,710 482,026,307
(の඘当額࡬基本財産ࡕ࠺)
(の඘当額࡬特定資産ࡕ࠺) (57,863,894) (3,360,757) (61,224,651) (61,224,651)
正味財産合計 △ 15,540 8,223,794 214,670,007 41,628,130 264,506,391 231,743,710 496,250,101
負債及び正味財産合計 124,000 57,273,179 8,335,794 522,349,507 41,628,130 629,710,610 346,146,417 △ 77,266,752 898,590,275

公１ ᨺᑕ⥺ᙳ㡪࡟㛵ࡿࡍ▱㆑の普及・ၨⓎ及び研究ά動࡬のዡບ・ຓᡂ
公２ ᨺᑕ⥺ᙳ㡪࡟㛵ࡿࡍ調査研究
公３ ᨺᑕ⥺の㜵ㆤ及び฼用࡟㛵ࡿࡍ調査研究
公４ ᨺᑕ⥺ᴗ務ᚑ஦⪅等のᨺᑕ⥺⿕ࡃࡤ⥺量等࡟㛵ࡿࡍ᝟ሗの収㞟、Ⓩ録及び管理

（ὀ）

法人会計 ෆ㒊ྲྀ引等ᾘཤ 合計

貸　借　対　照　表　ෆ　ヂ　表
令和2年 3月31日現在

科目 公１஦ᴗ 公２஦ᴗ 公３஦ᴗ 公４஦ᴗ 公┈共通 ᑠ計
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ԇ 4 ϟ ෌Ƕᢸ ҏ ࢪ ၇ 表 内 訳 表
令和 2 年 3 月 31 日現在

(単位:円)

Ⅰ　資産の部

 1. 流動資産

現金預金 102,458,140 60,849,332 25,389,047 188,696,519

未収金 7,423,000 1,697,355 9,120,355

前払金 16,347 6,010 1,683 24,040

他会計短期貸付金

流動資産合計 102,474,487 68,278,342 27,088,085 197,840,914

 2. 固定資産

(1) 基本財産

基本財産合計

(2) 特定資産

退職給付引当資産 69,746,451 6,155,929 535,574 76,437,954

記録保管引当資産 7,816,146 37,138,402 44,954,548

システム更新引当資産 4,000,000 4,000,000

特定費用準備資金 53,863,894 53,863,894

特定資産合計 69,746,451 67,835,969 41,673,976 179,256,396

(3) その他固定資産

什器備品 434,446 41,669,840 9,333,525 51,437,811

設備 776,104 2,001,768 1,025,216 3,803,088

ソフトウェア 1,610,058 1,610,058

保証金・敷金 1,050,840 1,050,840

リース資産 87,350,400 87,350,400

その他固定資産合計 88,560,950 46,332,506 10,358,741 145,252,197

固定資産合計 158,307,401 114,168,475 52,032,717 324,508,593

資産合計 260,781,888 182,446,817 79,120,802 522,349,507

Ⅱ　負債の部

 1. 流動負債

未払金 7,371,385 4,576,347 1,150,107 13,097,839

預り金 73,408,255 73,408,255

他会計短期借入金 4,910,726 6,445,463 1,074,315 12,430,504

流動負債合計 85,690,366 11,021,810 2,224,422 98,936,598

 2. 固定負債

退職給付引当金 69,746,451 6,155,929 535,574 76,437,954

記録保管引当金 7,816,146 37,138,402 44,954,548

長期未払金 87,350,400 87,350,400

固定負債合計 157,096,851 13,972,075 37,673,976 208,742,902

負債合計 242,787,217 24,993,885 39,898,398 307,679,500

Ⅲ　正味財産の部

 1. 指定正味財産

指定正味財産合計

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額)

 2. 一般正味財産 17,994,671 157,452,932 39,222,404 214,670,007

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額) (53,863,894) (4,000,000) (57,863,894)

正味財産合計 17,994,671 157,452,932 39,222,404 214,670,007

負債及び正味財産合計 260,781,888 182,446,817 79,120,802 522,349,507

公 ４ 事 業　貸 借 対 照 表 内 訳 表
令和　2年 3月31日現在

科目 原子力 除染等 RI等 内部取引等消去 合計


	　
	ま　　え　　が　　き
	Ⅰ　放射線影響に関する知識の普及・啓発及び
	研究活動への奨励・助成
	１.　放射線影響に係る知識の普及・啓発
	(1) 協会の総合広報誌｢放影協ニュース｣を年4回発行した。
	(2) 協会の業務の紹介及び放射線関連情報の発信を図るため、ホームページの充実に努めた。
	(3) 「放射線の影響がわかる本（平成8年3月初版。平成9年11月改訂、平成12年11月増補改訂。）」について令和2年10月改訂を目途に編集委員会を組織し作業を開始した。
	(4) 国内で開催された放射線影響関連行事に参加し、情報交換並びに知識の普及啓発に努めた。

	２.　研究奨励助成金の交付
	３.　顕著な成績をあげた研究者等の顕彰
	(1) 放射線影響研究功績賞
	本賞は、協会の松平元理事長からの寄付金等を基に平成12年度（2000）に創設したものであり、放射線の生物及び環境に及ぼす影響、放射線の医学利用の基礎並びに放射線障害の防止など放射線科学研究の分野において、顕著な業績をあげた者に対して贈呈し、もって我が国の科学技術の進展及び国民保健の増進に寄与することを目的としている。
	選考に際しては、公募により受賞候補者の推薦を求め、学識経験者等からなる本賞選考委員会にて厳正な審議・選考を行い、理事会にて受賞者を決定した。
	令和元年度（2019）は、小松賢志氏（京都大学）の1名を顕彰し、平成12年度（2000）からの顕彰累計は19名となった。
	(2)  放射線影響研究奨励賞
	本賞は平成18年度（2006）に創設されたものであり、放射線影響研究功績賞と同様に放射線科学研究の分野において活発な研究活動を行い、将来性のある若手研究者に対して贈呈し、もって我が国の科学技術の進展及び国民保健の増進に寄与することを目的としている。
	選考に際しては、公募により受賞候補者の推薦を求め、学識経験者等からなる本賞選考委員会にて厳正な審議・選考を行い、理事会にて受賞者を決定した。
	令和元年度（2019）は、柴田淳史氏（群馬大学）、福永久典氏（湘南鎌倉総合病院・東北大学）の計2名を顕彰し、平成18年度（2006）からの顕彰累計は27名となった。

	４.　国際研究集会参加等のための助成

	Ⅱ　放射線影響に関する調査研究
	１．本事業への協力の意思確認及び生活習慣等に係る調査業務
	２．事業対象者に関する情報の更新等業務
	(1) 事業対象者の被ばく線量に関する情報の更新
	(2) 事業対象者の生死に関する情報の更新
	(3) 事業対象者の死因情報の継続使用に関する手続き

	３．がん罹患情報の活用方策の検討
	４．本事業の理解促進活動
	(1) ホームページによる放射線疫学調査関連情報の周知
	(2) 国内外の論文投稿・学会発表

	５．委員会活動

	（基本契約書締結日　令和元年10月30日）
	Ⅲ　放射線の防護及び利用に関する調査研究
	１．ＩＣＲＰについて
	(1) ICRPの委員会構成
	国際放射線防護委員会は、主委員会と5つの専門委員会から構成されていたが、平成29年度（2017）に改組され主委員会と4つの専門委員会となった。それぞれの委員会の役割は次のとおりである。
	(2) 我が国からのICRP委員
	我が国は主委員会と専門委員会の全てに委員として参加している。令和元年度（2019）における我が国のICRP委員は次のとおりである。

	２．ＩＣＲＰ会合開催状況
	３．ＩＣＲＰ調査・研究連絡会の活動状況について
	（１）調査・研究連絡委員会の活動
	（２）放影協開催講座（ICRPセミナー）の開催

	４．報告書の作成
	５．ＩＣＲＰ調査・研究連絡会の運営

	Ⅳ　放射線業務従事者等の放射線被ばく線量等に
	関する情報の収集、登録及び管理
	１.　経常業務
	(1) 原子力登録管理制度に係る業務
	原子力事業者等から被ばく線量登録管理に関する各種登録申請を受付け、また、放射線業務従事者（以下「従事者」という。）の指定を解除した者の被ばく線量に係る放射線管理記録の引渡しを受け、これらを処理するとともに、さらに被ばく線量記録等の登録保管内容の照会に対する回答業務を行った。
	その登録等の概況は、第1表のとおりである。
	注）従事者（個人識別）の登録及び放射線管理手帳発行の登録の件数は、除染等業務従事者等のための登録を含む。
	①　従事者（個人識別）の登録及び放射線管理手帳発行の登録
	（原子力及び除染登録制度共通）
	②　原子力事業所における従事者指定の登録
	③　定期線量（年度線量）の登録
	④　従事者指定の解除及び原子炉等規制法に係る放射線管理記録の保存
	(国の指定を受けた放射線管理記録保存業務)
	⑤　従事者の被ばく線量記録に係る経歴照会に対する回答
	(2) 除染登録管理制度に係る業務
	除染登録管理制度は、当協会が運用主体となり、除染特別地域及び汚染状況重点調査地域で実施されている除染等業務、特定線量下業務及び事故由来廃棄物等処分業務を行う事業者が参加している。
	令和元年度（2019）は、除染等業務従事者に関する各種登録申請を受け付け、必要な処理を行った。事業者の制度参加及び登録等の概況は、以下の通りである。なお、中央登録番号取得のための従事者(個人識別)の登録及び放射線管理手帳発行の登録は、原子力登録管理制度と共通であり、両制度における合計件数は第1表に示した。
	除染登録管理制度への事業者の参加状況を第3表に、各種登録等の状況を第4表に示した。
	① 　事業場登録及び工事件名登録
	(3)　RI登録管理制度に係る業務
	(4) 国の指定を受けた放射線管理記録保存業務
	注）原子力、RI両登録管理制度の従事者で、原子力登録管理制度に
	引渡された11,009件の記録を含む。（第1表にも計上）
	第8表　記録引渡しの内訳
	（単位:件）
	注）複数の法令に基づく引渡し記録が含まれるため、各欄の合計が
	引渡し合計とはならない。
	②　従事者本人等からの記録の開示請求に対する対応
	(5) 国が実施又は国が関与する放射線疫学調査に対する登録情報の提供
	令和元年度（2019）は、国が実施又は国が関与する放射線疫学調査として、昨年度に引き続き、以下について登録データの提供を行った。
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